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　　　平成23年3月22目

都道府県医師会介護保険担当理事殿

日本D雑観
　　　　　　東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震に伴う

指定居宅サービス事業者の指定等に係る有効期間の延長等について（介護関係）

　拝啓今般の東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による災害が、「特定非常災害の被害者の

権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律」　（平成8年法律第85号）の規定の一部に適

用されることとなりました。

　これを受け、　「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する

法律第3条第2項の規定に基づき、同条第1項の特定権利利益に係る期間の延長に関し当該

延長後の満了日を平成23年8月31日とする措置を指定する件（平成23年厚生労働省告

示第56号）」が本年3月17日付けで公布され、同日から適用されることとなりました。

　具体的には、特定被災区域内において、指定居宅サービス事業者の指定等について、その

有効期間等を延長し、その満了目を平成23年8月31日とするものであります。

　当該告示に該当するものは下記のとおりです。

①指定居宅サービス事業者の指定②指定地域密着型サービス事業者の指定③指定居宅介護

支援事業者の指定④指定介護老人福祉施設の指定⑤指定介護療養型医療施設の指定⑥指

定介護予防サービス事業者の指定⑦指定地域密着型予防サービス事業者の指定⑧指定介護

予防支援事業者の指定⑨介護支援専門員の登録⑩介護老人保健施設の許可

　また、法令に基づき平成23年3月11目から平成23年6月29目までの間に履行期限

が到来する義務が、今般の震災により履行されなかった場合においては、当該義務が平成2

3年6月30日までに履行されたときには、当該義務が履行されなかったことについて、行



政上および刑事上の責任（過料に係るものを含む）は問われないこととされております。

　つきましては、災害対応等でお忙しいところ恐縮ですが、貴会傘下の郡市区医師会への情

報提供を宜しくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬具

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

（添付資料）

・特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第3条第2項の規定

　に基づき、同条第1項の措置の対象となる特定権利利益、当該措置の対象者及び延長後の満了日を

　指定する件等について

　（老発0317第1号　平23．3．17　厚生労働省老健局長通知）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上



老発0317第1号
平成23年3月17日

各都道府県知事殿

　　　　　　　　　1｝※こに岬．，ニコ欝欝

厚生労働省老健局彰薫渡難，1鐡三誠

　　　　　　　　　　一・…一　・一〕手〆侮r｝γハ甲茎

　　　　　　　　　曝漁凛臓」

　特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法

律第3条第2項の規定に基づき、同条第1項の措置の対象となる特定権利利益、

当該措置・の対象者及び延長後の満了日を指定する件等について

　「平成23年東北地方太平洋沖地震による災害についての特定非常災害及びこ

れに対し適用すべき措置の指定に関する政令（平成23年政令第19号）」が、

別添1のとおり、平成23年3月13目付けで公布され、同日から施行された

ことにより、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置

に関する法律（平成8年法律第85号）」（以下「法」という。）（別添2参照）

の規定の一部が、平成23年東北地方太平洋沖地震による災害に適用されるこ

ととなった。

　具体的には、法第2条第1項の特定非常災害に平成23年東北地方太平洋沖

地震による災害が指定され、その被災者等について、行政上の権利利益の回復

又は保全のための期間の満了目の延長や、法令上の義務が期限内に履行されな

かった場合の責任の免除等の措置が行われるものである。

　これを受けて、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別

措置に関する法律第3条第2項の規定に基づき、同条第1項の特定権利利益に

係る期間の延長に関し当該延長後の満了目を平成23年8月31目とする措置

を指定する件（平成23年厚生労働省告示第56号）」（以下「告示」という。）

が、別添3のとおり、平成23年3月17日付けで公布され、同日から適用さ
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れた。

　この告示は、平成23年東北地方太平洋沖地震に際し災害救助法（昭和22

年法律第118号）が適用された市町村の区域（東京都の区域を除く。以下「特

定被災区域」という。）内において、介護保険法第41条第1項本文の規定に基

づく指定居宅サービス事業者の指定等について、有効期間等を延長し、その満

了日を平成23年’8月21日とするものである。

　・これらに伴う介護保険に関する法令の運用における留意点等は下記のとおり

であるので、御了知の上、管内市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底

を図るとともに、その運用に遺憾のないようにされたい。

記

第1　行政上の権利利益の回復又は保全のための期間の満了日の延長について

1　告示により有効期間等の満了日を延長した許可等のうち、介護保険法（平

成9年法律第123号）の規定に基づくものは、次のとおりである。

①指定居宅サービス事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るもの

　　に限る。）　　（第41条第1項本文）

②指定地域密着型サービス事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係

　　るものに限る。）　　（第42条の2第1項本文）

③指牢居宅介護支援事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るもの

　　に限る。）　　（第46条第1項）

④指定介護老人福祉施設の指定（第4合条第1項第1号！

⑤指定介護療養型医療施設の指定（第48条第1項第3号）’

⑥指定介護予防サービス事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係る

　　ものに限る。）　　（第53条第1項本文）

⑦指定地域密着型予防サービス事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所

　　に係るものに限る。）　　（第54条の2第1項本文）

、⑧指定介護予防支援事業者の指定1特定被災区域内に在る事業所に係るもの
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　　に限る。）　　（第58条第1項）

⑨介護支援専門員の登録（第69条の2第1項）

⑩介護老人保健施設の許可（特定被災区域内に在る施設に係るものに限る。）

　　（第94条第1項）　　　　　　　　　　　、

2　告示により指定された措置のほか、法第3条第1項に規定する行政庁又は

行政機関は、平成23年東北地方太平洋沖地震による災害の被害者であって、

理由を記した書面によりその特定権利利益（法第3条第1項参照）に係る満

了日の延長の申出を行ったものについて、平成23年8月31日までの期日

を指定してその満了日を延長することができる（法第3条第3項）。

第2　法令上の義務が期限内に履行されなかった場合の責任の免除について

　法令に基づき平成23年3月11日から平成23年6月29目までの間に履

行期限が到来する義務が平成23年東北地方木平洋沖地震により履行されなか

った場合において、当該義務が平成23年6月30日までに履行されたときに

は、当該義務が履行されなかったことについて、行政上及ぴ刑事上の責任（過

料に係るものを含む。）は問われない（法第4条第2項）。
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「平成23年東北地方太平洋沖地震による災害についての特定非常災害

　及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令」について

　O　　「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律」

　　は、阪神・淡路大震災に対応するために立法された行政上の権利利益の満了日の延長

　　等に関する各種特別措置を、政令で定めることとすることにより、災害時にこれらの

　　措置を迅速に発動できるようにしたものであり、大規模な非常災害（特定非常災害）

　　について適用されるもの。

　O　今回の平成23年東北地方太平洋沖地震においては

　　・死亡・負傷者等の人的被害、住家被害の程度力湛大であったことに加え

　　・避難者数力鴨大であり、その後も余震が続いたことなどから、多くの住民が避難

　　　生活を継続している状況にある。

　O　このように大規模な非常災害である「平成23年東北地方太平洋沖地震による災

　害』について特定非常災害として指定するとともに、行政上の権利利益の満了日の延

　長等を行うことにより、被災者の権利利益の保全等を図ろうとするものである。

2政令の概要

（1）　平成23年東北地方太平洋沖地震による災害を特定非常災害として指定する。G去

　第2条）

（2）　この特定非常災害に対し、次に掲げる措置を適用する。

　　1　行政上の権利利益の満了日の延　　（運車語信正の有効期限の延　　）

　特定非常災害の被害者が、自動車運転の免許のような有効期限のついた許認可

等の行政上の権利利益について、更新等のために必要な手続をとれない場合があ



ることを考慮して、許認可等に係る有効期限を一定程度（平成23年8月31日ま

での範囲）延長することができること。（法第3条）

　※　延長措置を講ずる具体的な行政上の権利利益、地域、対象者及び延長後の

　満了日は、可能な限り速やかに各府省等の告示により別途指定。

2　期限内に履行されなかった行政上の　　　履行の　主

　履行期限のある法令上の義務が、特定非常災害により本来の履行期限までに履

行されなかった場合であっても一定期限まで（平成23年6月30日まで）に履行

された場合には、行政上及び刑事上の責任を問われないとすること。G去第4条）

3　法人に係る破産手続開始の決定の留保

特定非常災害により債務超過となった法人に対しては、支払不能等の場合を除

き、一定の期間（平成25年3月10日まで）破産手続開始の決定をすることがで

きないこと。G去第5条）
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超
過
ど
な
っ
た
法
人
の
存
立
、
当
該
非
常
災
害
に
起
因
す
る
民
事
に
関
す
る
紛
争
の
迅
速
か
つ
円
滑
な
解
決
若
し
く
は
当
該
非
常
災
害
に
係
る
応
急

　
　
仮
設
住
宅
の
入
居
者
の
居
住
の
安
定
に
資
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
特
に
必
要
と
昭
め
ら
れ
る
も
の
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
当
該
非
常
災
害
を

　
　
特
定
非
常
災
害
と
し
て
政
令
で
指
定
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
逃
当
該
放
令
に
は
、
当
該
特
定
非
常
災
害
が
発
生
し
た
日
を
特
定
沸
常
災
害

　
　
発
生
日
と
し
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

　
乞
　
前
項
の
政
令
に
お
い
て
は
、
次
条
以
下
に
定
め
る
措
置
の
う
ち
当
該
特
定
非
常
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
を
指
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
当
該
指

　
　
定
の
後
、
新
た
に
そ
の
余
の
措
置
を
適
用
す
る
必
要
が
生
じ
た
と
き
は
、
当
該
措
置
を
政
令
で
追
加
し
て
指
定
す
る
も
の
と
す
る
。

　
　
　
（
行
政
上
の
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
の
延
長
に
関
す
る
措
置
）

　
第
三
条
　
次
に
掲
ザ
る
権
利
利
益
（
以
下
「
特
定
権
利
利
益
」
．
と
い
う
。
）
に
係
る
法
律
、
政
令
又
は
内
閣
府
設
置
法
（
平
成
十
［
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第

　
　
七
条
第
三
項
若
し
く
は
第
五
十
八
条
第
四
項
（
宮
内
庁
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
七
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
著

　
　
し
く
は
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
十
二
条
第
一
項
若
し
く
は
第
十
三
条
第
一
項
の
命
令
若
し
く
は
内
閣
府
設
置
法
第
七
条

　
　
第
五
項
若
し
く
は
第
五
十
八
条
第
六
項
若
し
く
は
宮
内
庁
法
第
八
条
第
五
項
若
し
く
は
国
家
行
政
組
織
法
第
十
四
条
第
一
項
の
告
示
（
以
下
「
法
令
」
と
い

　
　
う
。
）
の
施
行
に
関
す
る
事
務
を
所
管
す
る
国
の
行
政
機
関
（
内
閣
府
、
宮
内
庁
並
び
に
内
閣
府
設
置
法
第
四
十
九
条
第
』
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
機

　
　
●
関
並
び
に
国
家
行
政
組
織
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
機
関
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
φ
長
（
当
該
国
の
行
政
機
関
が
内
閣
府
設
置
法
第
四
十
九
条
第
一

　
　
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
国
家
行
政
組
織
法
第
三
条
策
こ
項
に
規
定
す
る
委
員
会
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
委
員
会
）
は
、
特
定
詐
常
災
害
の
被
害

　
　
者
の
特
定
権
利
利
益
で
あ
っ
て
そ
の
存
続
期
間
が
満
了
前
で
あ
る
も
の
を
保
全
し
、
又
は
当
該
特
定
権
利
利
益
で
あ
っ
て
そ
の
存
続
期
間
が
既
に
満
了
し
た

　
　
も
の
を
回
復
さ
せ
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
む
と
き
は
、
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

　
　
　
（
以
下
『
延
長
期
日
」
と
い
う
。
）
を
限
度
と
し
て
、
こ
れ
ら
の
特
定
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
を
延
長
す
る
措
置
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
。

’
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一
　
法
令
に
基
づ
く
行
政
庁
の
処
分
（
特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
前
に
行
っ
た
も
の
に
限
る
。
）
に
よ
り
付
与
さ
れ
た
権
利
そ
の
他
の
利
益
で
あ
っ
て
、
そ

　
　
の
存
続
期
間
が
特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
後
に
満
了
す
る
も
の

　
二
．
法
令
に
基
づ
き
何
ら
か
の
利
益
を
付
与
す
る
処
分
そ
の
他
の
行
為
を
当
該
行
為
に
係
る
権
限
を
有
す
る
行
政
機
関
（
因
の
行
政
機
関
及
び
こ
れ
ら
に
置

　
　
か
れ
る
樋
関
並
び
に
地
方
公
共
団
体
の
機
関
に
限
る
。
）
に
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
権
利
で
あ
っ
て
、
そ
の
存
続
期
間
が
特
定
非
常
災
害
発
生
旧
以
後
に

　
　
満
了
す
る
も
の

2
　
前
項
の
規
定
に
よ
る
延
長
の
措
置
は
、
告
示
に
よ
り
、
当
該
措
置
の
対
象
と
な
る
特
定
権
利
利
益
の
根
拠
と
な
る
法
令
の
条
項
ご
と
に
、
地
域
を
単
位
と

　
し
て
、
当
該
措
置
の
対
象
者
及
ぴ
当
該
措
置
に
よ
る
延
長
後
の
満
了
日
を
指
定
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

3
　
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
延
長
の
措
置
の
ほ
か
、
同
項
第
一
号
の
行
政
庁
又
は
同
項
第
二
号
の
行
政
機
関
（
次
項
に
お
い
て
「
行
政
庁
等
」
と
い
う
。
）
は

　
、
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
で
あ
っ
て
、
ぞ
の
特
定
権
利
利
益
に
つ
い
て
保
全
又
は
回
復
を
必
要
と
す
る
理
由
を
記
載
し
た
書
面
に
よ
り
満
了
日
の
延
長
の

　
申
出
を
行
っ
た
も
の
に
つ
い
て
、
延
長
期
日
ま
で
の
期
日
を
指
定
し
て
そ
の
満
了
日
を
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

4
延
長
期
日
が
定
め
ら
れ
た
後
、
第
一
項
又
は
前
項
の
規
定
に
よ
る
満
了
日
の
延
長
の
措
置
を
延
長
期
日
の
翌
日
以
後
に
お
い
て
も
特
に
継
続
し
て
実
施
す

　
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
，
第
一
項
の
国
の
行
政
機
風
の
長
又
は
行
政
庁
等
は
、
同
項
又
は
前
項
の
例
に
準
じ
、
特
定
権
利
利
益
の
根
拠
と
な

　
る
法
令
の
条
項
ご
と
に
新
た
に
政
令
で
定
め
る
日
を
限
度
と
し
て
、
当
該
特
定
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
を
更
に
延
長
す
る
措
置
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
。

5
　
前
各
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
特
定
権
利
利
益
に
係
る
期
間
に
関
す
る
措
置
に
つ
い
て
他
の

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ノ

　
法
令
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
期
限
内
に
履
行
さ
れ
な
か
っ
た
義
務
に
採
る
免
責
に
関
す
る
措
置
）

第
四
条
　
特
定
非
常
災
害
発
生
臥
以
後
に
法
令
に
規
定
ざ
れ
て
い
る
履
行
期
限
が
到
来
す
る
義
務
（
以
下
「
特
定
義
務
」
と
い
う
。
）
で
あ
っ
て
、
特
定
非
常

　
災
害
に
よ
り
当
該
履
行
期
限
が
到
来
す
る
ま
で
に
履
行
さ
れ
な
か
っ
た
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の
不
履
行
に
係
る
行
政
上
及
び
刑
事
上
の
責
任
（
過
料
に
係
る

　
も
の
を
含
む
。
以
下
単
に
「
責
任
」
と
い
う
。
）
が
問
お
れ
る
こ
と
を
猶
予
す
る
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
政
令
で
、
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
起
算
し
て

　
四
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て
の
免
責
に
係
る
期
限
（
以
下
『
免
責
期
限
』
と
い
う
。
）
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

2
　
免
責
期
限
が
定
め
ら
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
免
責
期
限
が
到
来
す
る
日
の
前
日
ま
で
に
履
行
期
限
が
到
来
す
る
特
定
義
務
が
免
責
期
限
が
到
来
す
る
巳
ま

　
で
に
履
行
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
特
定
義
務
が
特
定
非
常
災
害
に
よ
り
履
行
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
、
責
任
は
問
わ
れ
な
い
も
の
と
す
る
。
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3
　
免
責
期
限
が
定
め
ら
れ
た
後
、
前
二
項
に
定
め
る
免
責
の
措
置
を
免
責
期
限
が
到
来
す
る
日
の
翌
日
以
後
に
お
い
て
も
特
に
継
続
し
て
実
施
す
る
必
要
が

　
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
政
令
で
、
特
定
義
務
の
根
拠
と
な
る
法
令
の
条
項
ご
と
に
、
新
た
に
、
当
該
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て
の
免
責
に
係
る

　
期
限
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
前
項
の
規
定
は
、
こ
の
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

4
・
前
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
特
定
義
務
が
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
そ
の
履
行
期
限
が
到
来
す
る
ま
で
に
履
行
さ
れ
な
か
っ
た
場
合

　
に
つ
い
て
他
の
法
令
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
　
｛
債
務
超
過
を
理
由
と
す
る
法
人
の
破
産
手
続
開
始
の
決
定
の
特
例
に
関
す
る
措
置
）

第
五
条
　
特
定
非
常
災
害
に
よ
り
そ
の
財
産
を
も
っ
て
債
務
を
完
済
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
法
人
に
対
し
て
は
、
第
二
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
政
令

　
で
こ
の
条
に
定
め
る
措
置
を
指
定
す
る
も
の
の
施
行
の
日
以
後
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る

　
日
ま
で
の
間
、
破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
法
人
が
、
清
算
中
で
あ
る
場
合
、
支
払
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合

　
又
は
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

匿
裁
判
所
は
、
法
人
に
対
し
て
破
肇
禽
始
の
豊
て
が
奪
暮
合
に
お
い
て
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
法
人
に
対
し
蚕
肇
酸
始
の
決
定
を

　
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
当
該
決
定
を
留
保
す
る
決
定
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

・
3
　
裁
判
所
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
に
係
る
法
人
が
支
払
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
と
き
、
そ
の
他
同
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
を
す
べ
き
第
一

　
項
に
規
定
す
る
事
情
に
つ
い
て
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
申
立
て
に
よ
り
又
は
職
権
で
、
ぞ
の
決
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

・
4
　
前
二
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
に
対
レ
て
は
、
不
服
を
申
し
立
て
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
，
　
■
　
　
　
　
■
　
，
・

5
　
第
一
項
本
文
の
法
人
の
理
事
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
者
は
、
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
同
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
日
ま
で
の
間
、
他
の
法
律
の
規

　
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
法
人
に
つ
い
て
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

1
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特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
八

十
五
号
）
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
条
第
一
項
の
特
定
権
利
利
益
に
係
る
期
間
の
延
長
に
関
し
当
該
延
長

後
の
満
了
日
を
平
成
二
十
三
年
八
月
三
十
一
日
と
す
る
措
置
を
次
の
よ
う
に
指
定
す
る
。

　
　
平
成
二
十
三
年
三
月
十
七
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
細
川
　
律
夫

対
象
と

な
る
特
定
権

利
利
益

襯
醸
嬰
漱
灘
蜘
簾
羅
砒
瓢
霧
響
、
、
舶
醤
一
、
癩
疏
舞
掴

槻
醸
薦
禦
醗
籔
醗
艦
醗
籔
購
繍

に
限
る
。
）

対
　
　
象
　
　
者

特
定
被
災
区
域
内
に
保
険
医

療
機
関
又
は
保
険
薬
局
を
有

す
る
者

る体薬
槙O事
ｪに用二

粧薬

i事
薄@ﾍ
第
医
十

も又薬のは事

｣蒙る機十

係又薬るは事

煦
纐
@
の
療
第
に
機
十

るづ薬」く事

@薬法
@局（
@の昭

識
轟
轟
に
は
造
の
及
係
向
製
規
び
る
精
剤
定
向

も登の毒の録規物に（定及

ﾀ特にび
髓闃諟�

帳二精の十神

�O保
t号健
@）及

内
定
旅
に
に
館
お
基
業
い
づ
法
て
く
（

区食

謨i煢
q
に
生
在
法

製規食造定品

鰍ﾉ衛
矧譿ｶ
ﾍづ法

の児

x童
虚氈

@祉
@肇

規児゚
基
祉
づ
法

許職

ﾂ業
@安
@定

定
職
1
に
業
…
基
安
1
マ
窪
i

係医十
髢�O
熾i条のにの

ﾉ係六
ﾀる第る登一

v録項
@認の
@証規
@機定
@関に

療三

@条
墲ﾌ
ﾌ三
O第
争齔
ｻ項造の

ﾆ規ﾒ
定
の
に
認
基

」器三
@の条
@製第
@造一
@業項　のの

@許規
@可定
@（に
@特基
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薬
事
法
第
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
高
度
管
理
医
療
機
器
又
は
特
定
保
守
管
理
医
療
機
器
の
販
売
業
又
は
賃
貸
業
の
許
可
（
特
定
被
災
区
域
内
に
在
る
営
業
所
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

特
定
被
災
区
域
内
に
営
業
所
を
有
す
る
者

薬
事
法
第
四
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
医
療
機
関
の
修
理
業
の
許
可
（
特
定
被
災
区
域
内
に
在
る
事
業
所
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

特
定
被
災
区
域
内
に
事
業
所
を
有
す
る
者

薬
事
法
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
医
薬
品
の
販
売
業
（
配
置
販
売
業
を
除
く
。
）
の
許
可
（
特
定
被
災
区
域
内
に
在
る
店
舗
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

特
定
被
災
区
域
内
に
店
舗
を
有
す
る
者

特
定
被
災
区
域
内
に
お
い
て
業
務
を
行
う
者

戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る
特
別
給
付
金
支
給
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
四
条
に
規
定
す
る
特
別
給
付
金
を
受
け
る
権
利
の
裁
定
の
請
求

特
定
被
災
区
域
内
に
居
住
地
を
有
す
る
者

特
定
被
災
区
域
内
に
営
業
所
を
有
す
る
者

騙
賭
瓢
譲
働
謹
驚
蕩
離
離
確
確
鱗
難
鰻
辮
の
の
纏
定
に
基
づ
く
一
般
労
働
者
派
遣
事
業
の
許
可

特
定
被
災
区
域
内
に
主
た
る
事
務
所
を
有
す
る
者
（
平
成
二
十
三
年
六
月
十
日
ま
で
に
当
該
許
可
の
有
効
期
間
が
満
了
す
る
者
を
除
く
。
）

中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
六
年
厚
生
省
令
第
六
十
三
号
）
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
自
立
支
度
金
の
支
給
の
申
請

特
定
被
災
区
域
内
に
居
住
地
を
有
す
る
者

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
四
十
一
条
第
一
項
本
文
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
指
定
（
特
定
被
災
区
域
内
に
在
る
事
業
所
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

特
定
被
災
区
域
内
に
事
業
所
を
有
す
る
者

特
定
被
災
区
域
内
に
事
業
所
を
有
す
る
者

介
護
保
険
法
第
四
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
の
指
定
（
特
定
被
災
区
域
内
に
在
る
事
業
所
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

特
定
被
災
区
域
内
に
事
業
所
を
有
す
る
者

介
護
保
険
法
第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
介
護
老
人
福
祉
施
設
の
指
定

特
定
被
災
区
域
内
の
介
護
老
人
福
祉
施
設

介
護
保
険
法
第
四
十
八
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
介
護
療
養
型
医
療
施
設
の
指
定

特
定
被
災
区
域
内
の
介
護
療
養
型
医
療
施
設

特
定
被
災
区
域
内
に
事
業
所
を
有
す
る
者

特
定
被
災
区
域
内
に
事
業
所
を
有
す
る
者

介
護
保
険
法
第
五
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
介
穫
予
防
支
援
事
業
者
の
指
定
（
特
定
被
災
区
域
内
に
在
る
事
業
所
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

特
定
被
災
区
域
内
に
事
業
所
を
有
す
る
者

介
護
保
険
法
第
九
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
介
護
老
人
保
健
施
設
の
許
可
（
特
定
被
災
区
域
内
に
在
る
施
設
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

特
定
被
災
区
域
内
の
介
護
老
人
保
健
施
設
の
開
設
者

特
定
被
災
区
域
内
に
居
住
地
を
有
す
る
者

障
害
者
自
立
支
援
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
介
護
給
付
費
等
の
支
給
決
定

特
定
被
災
区
域
内
に
居
住
地
を
有
す
る
者

障
害
者
自
立
支
援
法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
自
立
支
援
医
療
費
の
支
給
認
定

特
定
被
災
区
域
内
に
居
住
地
を
有
す
る
者


